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管理計画認定手続支援サービスの概要

公益財団法人 マンション管理センター

管理組合用

※無断転載・複製禁止



Ⅰ 「管理計画認定手続支援サービス」について

１ 経緯

○ 建物の老朽化や管理組合の担い手不足が顕著にみられる高経年マンションが今後急増する見込
みであることを踏まえ、マンションの老朽化を防止するための維持管理の適正化や、老朽化が
進み維持修繕等が困難なマンションの再生に向けた取組の強化が喫緊の課題となっています。

○ こうした中、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え等の円
滑化に関する法律の一部を改正する法律」（令和２年法律第 62 号。以下「改正法」といいま
す。）が令和２年６月 24 日に公布されました。

○ 改正法においては、マンションの管理の適正化を推進するため、地方公共団体によるマン
ション管理適正化推進計画制度や管理計画認定制度などが創設されました※。

※管理計画認定制度等の詳細につきましては、国土交通省の「マンション管理・再生ポータルサイト」

（https://2021mansionkan-web.com/）をご確認ください。

○ 公益財団法人マンション管理センター（以下「当センター」といいます。）では、マンション
の管理計画認定制度が創設されたことに伴い、マンションの管理組合が地方公共団体に行う管
理計画の認定申請手続を円滑化するため、「管理計画認定手続支援サービス」（以下「支援
サービス」といいます。）を令和４年４月より提供しています。

○また、「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針」（令和３年９月28 日国
土交通省告示第1286 号）に基づく新築マンションを対象とする認定の仕組み（予備認定）も
令和４年４月より開始しました。
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２ 「管理計画認定手続支援サービス」の概要

○ マンションの管理組合による管理計画の認定申請手続を円滑化するため、当セン
ターがインターネット上の電子システムを提供しています。

この電子システムをご活用いただくことによって、申請者がシステム上で必要事項
を入力すれば、地方公共団体に提出する申請書が自動生成されます。

○ 申請者が地方公共団体に管理計画の認定申請を行う前に、当センターが実施する事
前確認講習を修了したマンション管理士が管理計画の認定基準※への適合状況を確認
（以下「事前確認」といいます。）し、管理計画の認定基準に適合しているとされ
たマンションの管理組合に対して、当センターが事前確認適合証を発行します。認
定主体（地方公共団体）が事前確認の結果を活用することで、認定主体（地方公共団
体）の認定事務に係る負担が軽減されます。

※地方公共団体が独自の認定基準を設けている場合、当該独自基準はマンション管理士による事前確認の対象外となります。

○ 認定を受けたマンションのうち、認定を受けた旨を公表することについて同意され
たマンションを、当センターの「管理計画認定マンション閲覧サイト」で公表しま
す。
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３ 管理計画認定の申請パターン
管理計画認定の申請パターンは以下の５つのパターンがあります。千葉市への認定申請の場
合は、事前確認が必ず必要となりますのでパターン①からパターン④までが選択可能です。
（パターン⑤は選択できません。）
（いずれのパターンにおいても管理計画認定の申請には、予めマンション管理組合における集会（総会）で承認を得る必要
があります。）

パターン①及びパターン④に
ついてＰ６から説明します。
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参考資料（国土交通省HP「マンションの管理認定制度及び各評価サービス（概要）」より）
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➀ アカウント作成

「管理計画認定マンション閲覧サイト」にて一般公開

管理計画認定を受けた際の公表を可としたマンションは、

本人申請

事前確認
未完了

代理申請

事前確認
完了済み

事前確認
未完了

事前確認
未完了

事前確認
完了済み

システムから地方公共団体宛に認定申請を行います。

「入力者情報等入力画面」にて
・申請方法（本人申請又は代理申請※）及び
・事前確認実施の有無（未完了又は完了済み）を選択します。
※代理申請できるのは行政書士の方に限ります。

② 入力者情報等登録

③ 管理組合情報登録

④ 支援サービス料支払

⑤ 申請情報入力

⑥ 添付書類アップロード

⑦ 事前確認申請

⑧ 事前確認審査

⑨ 事前確認適合証発行

⑩ 管理計画認定申請

⑪ 管理計画認定審査

⑫ 認定通知書発行

•
認定通知書は地方公共団体が発行します。
（システムからは認定通知書の見本をダウンロードできます。）

事前確認が完了しているマンションはそのまま認定申請に進み
ます。

事前確認
完了済み

４ 管理計画認定手続支援サービス申込と管理計画認定までの流れ

事
前
確
認

（パターン①、パターン④の場合）

事前確認
完了済み

事前確認
未完了

パターン①

パターン④
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➀ アカウント作成

② 入力者情報等登録

③ 管理組合情報登録

④ 支援サービス料支払
♦登録をしたメールアドレスへ支援サービス料の入金依頼メールが届きますので、速やかに
入金します。

（振込手数料は申請者負担となります。）入金確認後、センターより入金完了メールをお送
りします。

（注）地方公共団体が管理計画認定に係る手数料を定めている場合には、別途、当該手数料
について地方公共団体への支払いが必要となります。

♦システムへログイン後、入力者の申請方法について「本人」申請か「代理申請」か、事前確認につ
いて「未完了」か「完了済み」か、を選択します。

※代理申請ができるのは、申請者の委任を受けた行政書士の方に限ります。
申請方法が「代理申請」の場合、「行政書士証票の写し」と「申請者からの委任状の写し」を提出

(アップロード)していただきます。（PDF形式）

♦認定申請を希望するマンションの管理者等は、管理計画認定手続支援サービスシステムの
アカウント作成を行います。

♦以下⑴～⑻の管理組合情報を入力します。
管理組合情報登録のための必須入力項目
⑴マンションの名称、⑵管理組合の名称、⑶管理組合の形態（単棟型、団地型、その他）、
⑷長期修繕計画の数、⑸管理計画認定を受けた際の公表の可否、⑹マンションの所在地、
⑺連絡先、⑻申請者情報

① 「アカウント作成」から「支援サービス料支払」まで

7



♦地方公共団体が管理計画を認定すると認定完了メールが届き、「管理計画認定手続支援サ
ービス」内にて、認定通知書と同様の内容を記載したファイル（見本）をダウンロードで
きます。正式な認定通知書は、別途自治体から交付されます。

♦センターは、事前確認審査の結果、国の管理計画認定基準に適合しているマンションへ事前
確認適合証を発行します。（事前確認適合証はシステム上でダウンロードいただけます。）

♦申請内容について、国の管理計画認定基準に適合しているかどうかをマンション管理士が
確認します。

♦⑤申請情報の入力及び⑥添付書類のアップロードが完了後、「管理計画認定手続支援サ
ービス」にて事前確認申請を行います。

♦事前確認申請に必要な添付書類を、電子ファイル（PDFファイル形式）でアップロード
します。

⑥ 添付書類アップロード

⑦ 事前確認申請

⑧ 事前確認審査

⑨ 事前確認適合証発行

♦ 地方公共団体が、申請内容について独自の認定基準に適応しているかどうかの審査を行
います。追加書類の提出や手数料の納付を求められる場合があります。

♦センターから入金完了メールが届きます。「管理計画認定手続支援サービス」にアクセ
スし、①で作成したID・パスワードを使用して再ログインし、申請情報を入力します。

♦事前確認完了メールが届いたら、「管理計画認定手続支援サービス」にて地方公共団体に
管理計画認定申請を行います。

⑩ 管理計画認定申請

② 「申請情報入力」から「認定通知書発行」まで

⑤ 申請情報入力

⑫ 認定通知書発行

⑪ 管理計画認定審査

パ
タ
ー
ン
④
の
場
合
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次ページへ

（参考①）マンション管理センターホームページ
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デモンストレー
ション画面をご覧
いただけます。



（参考②）入力画面イメージ

入力者情報等の入力画面
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管理組合情報の入力画面
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（参考②）入力画面イメージ
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申請情報の入力画面
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添付書類アップロード画面



① 支援サービスをご利用できるエリアについて
管理計画認定を申請できるのは、マンション管理適正化推進計画を作成している地方公共団体※に立地して

いるマンションの管理組合に限られます。このため、推進計画を作成していない地方公共団体に立地してい
るマンションの管理組合は当該支援サービスを受けられませんので、ご注意ください。
手続開始前に、必ず国土交通省ホームページに掲載されている「マンション管理適正化推進計画を作成予定
の地方公共団体一覧」、マンションの所在地を管轄する地方公共団体のホームページ等で認定申請が可能か
どうかをご確認ください。
※ 地方公共団体とは、市及び東京 23 区の区域内にあっては当該市や区、町村の区域内にあっては都道府県をいいます。ただ

し、法律の規定によりマンションの管理の適正化を推進する事務を行う町村の区域内にあっては当該町村をいいます。

② 地方公共団体の独自基準について
認定主体の地方公共団体が独自の認定基準を設けている場合、当該独自基準はマンション管理士による事

前確認の対象外となります。独自基準の内容については、マンションの所在地を管轄する地方公共団体の
ホームページ等でご確認ください。

③ 総会決議について
管理計画認定の申請には、予めマンション管理組合における集会（総会）で承認※を得る必要があります。

（「管理計画の認定申請を行う」旨の記載がある総会議事録をご提出いただきます。）
※臨時総会も含まれます。

④ 認定の有効期限について
新たに認定を受けた場合、その認定の有効期間は、認定を受けた日から５年間です。認定の更新を受けた

場合、その認定の有効期間は、従前の認定の有効期間の満了の日の翌日から起算します。
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５ 支援サービスの利用にあたっての注意事項



○管理計画認定手続支援サービスで事前確認を行う国の認定基準と申請者にご提出い
ただく確認対象書類はP1７～Ｐ1９のとおりです。
（地方公共団体が独自の認定基準を設けている場合、当該独自基準はマンション管
理士による事前確認の対象外となります。）。

○国の認定基準の詳細については、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律
第５条の３に基づくマンションの管理計画認定に関する事務ガイドライン」（令和3
年11月策定）をご参照ください。

○認定基準には、国の示す「マンション標準管理規約」「長期修繕計画標準様式・長
期修繕計画作成ガイドライン」「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」の
内容を満たす必要がある項目がありますので合わせてご参照ください。

※「マンションの管理の適正化の推進に関する法律第５条の３に基づくマンションの
管理計画認定に関する事務ガイドライン」等は、国土交通省のＨＰに掲載されていま
す。
国土交通省ＨＰのＵＲＬ https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000052.html
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６ 事前確認で確認を行う国の認定基準と確認対象書類



17

認定基準 確認対象書類

（１） 管理組合の運営

① 管理者等が定められていること ・管理者等を選任することを決議した集会（総会）の議事録の写し
※管理規約で別段の定めをした場合は、管理規約の写し及びその
定めるところにより管理者が選任されたことを証する書類（理事
会の議事録の写し等）

② 監事が選任されていること ・監事を置くことを決議した集会（総会）の議事録の写し
※管理規約で別段の定めをした場合は、管理規約の写し及びその
定めるところにより監事が置かれたことを証する書類（理事会の
議事録の写し等）

③ 集会が年１回以上開催されていること ・認定申請日注３の直近に開催された集会（総会）の議事録の写し
（必要に応じて提出）
・年１回集会（総会）を開催できなかった場合の措置が図られたこ

とが確認できる書類

（２） 管理規約

① 管理規約が作成されていること ・管理規約の写し

② マンションの適切な管理のため、管理規約
において災害等の緊急時や管理上必要なと
きの専有部の立ち入り、修繕等の履歴情報
の管理等について定められていること

・管理規約の写し

③ マンションの管理状況に係る情報取得の円
滑化のため、管理規約において、管理組合
の財務・管理に関する情報の書面の交付
（又は電磁的方法による提供）について定
められていること

・管理規約の写し
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認定基準 確認対象書類

（３） 管理組合の経理

① 管理費及び修繕積立金等について明確に区
分して経理が行われていること ・認定申請日注３の属する事業年度の直前の事業年度の集会（総会）

において決議された管理組合の貸借対照表及び収支計算書

※当該直前の事業年度がない場合には、申請日注３を含む事業年度に
おける集会（総会）において決議された収支予算書

② 修繕積立金会計から他の会計への充当がさ
れていないこと

③ 直前の事業年度の終了の日時点における修
繕積立金の３ヶ月以上の滞納額が全体の１
割以内であること

・当該直前の事業年度の各月において組合員が滞納している修繕積
立金の額を確認することができる書類

・認定申請日注３の属する事業年度の直前の事業年度の集会において
決議された管理組合の貸借対照表及び収支計算書

※当該直前の事業年度がない場合には、申請日注３を含む事業年度
における集会（総会）において決議された収支予算書

（４） 長期修繕計画の作成及び見直し等

① 長期修繕計画が「長期修繕計画標準様式」
に準拠し作成され、長期修繕計画の内容及
びこれに基づき算定された修繕積立金額に
ついて集会にて決議されていること

・長期修繕計画の写し
・当該長期修繕計画の作成又は変更を決議した集会（総会）の議事

録の写し

※管理規約で別段の定めをした場合は、管理規約の写し及びその定
めるところにより当該長期修繕計画を作成し、又は変更したこと
を証する書類

② 長期修繕計画の作成又は見直しが７年以内
に行われていること注１

・長期修繕計画の作成又は変更を決議した総会の議事録の写し
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認定基準 確認対象書類

③ 長期修繕計画の実効性を確保するため、計
画期間が30年以上で、かつ、残存期間内に
大規模修繕工事が２回以上含まれるように
設定されていること注２

・長期修繕計画の写し
（必要に応じて提出）
・マンションの除却その他の措置の実施が予定されている場合は、
その実施時期が議決された総会の議事録の写し等

④ 長期修繕計画において将来の一時的な修繕積立
金の徴収を予定していないこと

・長期修繕計画の写し

⑤ 長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立
金の総額から算定された修繕積立金の平均
額が著しく低額でないこと

・長期修繕計画の写し
（必要に応じて提出）
・修繕積立金ガイドラインを基に設定する水準を下回る場合は、専

門家による修繕積立金の平均額が著しく低額でない旨の理由書

⑥ 長期修繕計画の計画期間の 終年度におい
て、借入金の残高のない長期修繕計画と
なっていること

・長期修繕計画の写し

（５） その他

① 管理組合がマンションの区分所有者等への
平常時における連絡に加え、災害等の緊急
時に迅速な対応を行うため、組合員名簿、
居住者名簿を備えているとともに、１年に
１回以上は内容の確認を行っていること

・組合員名簿（区分所有者名簿）及び居住者名簿を備えるとともに、
年一回以上更新していることを確認することができる書類（これ
らの名簿を備えるとともに、年一回以上更新していることに関す
る表明保証書等）

② 都道府県等マンション管理適正化指針に照
らして適切なものであること



注1：認定基準のうち、「長期修繕計画の作成又は見直しが７年以内に行われていること」につ
いては、長期修繕計画の作成・変更に係る集会（総会）の議決日が、認定申請日以前７年以
内であることを確認することとなりますので、長期修繕計画の作成又は見直しの議決日が７
年近く前である場合は、お早めに「認定申請」ボタンを押下いただくようご留意ください
（認定申請日は地方公共団体への申請日であり、事前確認の申請日ではありません。
「認定申請」ボタンを押下いただく日が認定申請日となります。）。

注２：認定基準のうち、「残存期間内に大規模修繕工事が２回以上含まれるように設定されて
いること」については、認定申請日以降に２回以上の大規模修繕工事が予定されていること
を確認することになりますので、お早めに（工事中の場合は工事が終了する前に）「認定申
請」ボタンを押下いただくようご留意ください。なお、認定申請日現在で大規模修繕工事を
実施中である場合は、残存期間に予定されている工事の回数に当該大規模修繕工事も含まれ
ます。

注３：提出が必須である書類のうち、「認定申請日」が起算となるものについては、「認定申
請」ボタンを押下いただく日（認定申請日）における該当書類が必要となります。事前確認
審査には１～２ヶ月程度の審査期間が必要となりますので、時間に余裕を持って申請してく
ださい。

注４：提出書類のうち、事業年度毎に必要となる書類については、認定主体の審査において有効
な書類である必要がありますので、支援サービスの利用にあたっては、時間にゆとりをもっ
て申請してください。
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７ 認定申請日が起算日となる項目に関する注意事項等



８ 支援サービスの利用料金について

支援サービスの利用に当たって、申請者には、手数料（支援サービス料）を支払っていただく
必要があります。
手数料（支援サービス料）は、次の２つの金額の合計額となります（消費税込み）。

ア ）システム利用料：１申請当たり 10,000 円
イ ）事前確認審査料：マンション管理士が事前確認を行う際に要する手数料です。

具体的には、申請パターンにより、以下のようになります。

■パターン①
事前確認講習を修了したマンション管理士に事前確認を依頼し、事前確認完了後に管理計画認定手続支援サービス経由で申請

する場合（パターン②及び③の場合を除く。）
⇒ 事前確認審査料については、管理組合と委託先となるマンション管理士との間でお決めいただくことになります。

■パターン②
管理の委託先である管理会社等を経由して、（一社）マンション管理業協会が提供する「マンション管理適正評価制度」と併

せて支援サービス経由で申請する場合
⇒ 事前確認審査料については、管理組合と委託先との間でお決めいただくことになります。

※システム利用料は、（一社）マンション管理業協会を通しての支払となります。
■パターン③

（一社）日本マンション管理士会連合会を経由して、（一社）日本マンション管理士会連合会が提供する「マンション管理適
正化診断サービス」と併せて支援サービス経由で申請する場合

⇒ 事前確認審査料については、長期修繕計画１計画あたり10,000円です。
■パターン④

管理組合が直接当センターに管理計画認定手続支援サービスの利用申込を行い申請する場合
⇒ 事前確認審査料については、長期修繕計画１計画あたり10,000円です。

■パターン⑤
管理組合が直接地方公共団体に申請する場合
⇒ この場合には事前確認は行われません。

（注）すべてのパターンにおいて、地方公共団体が管理計画認定に係る手数料を定めている場合には、別途、当該手数料につい
て地方公共団体への支払いが必要となります。
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Ⅱ 「管理計画認定マンション閲覧サイト」について

管理計画認定を受けたマンションのうち、公開を希望されたマンションについては、
マンションの名称、所在地、認定コード（管理計画認定日を含む。）を当センター
の「管理計画認定マンション閲覧サイト」において公表しています。

●「管理計画認定マンション閲覧サイト」ＵＲＬ
https://publicview.mankannet.or.jp/

こちらからもご覧頂けます。 ⇒
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令和５年１０月３１日現在２８１件の認定マンションを公表しています。



Ⅲ お問い合せ先

①「マンション管理計画認定制度」及び「マンション長寿命化促進税制」の相談ダイヤル

連絡先 ：一般社団法人日本マンション管理士会連合会

電話番号 ：03-5801-0858 

受付時間 ：月曜から土曜 午前 10 時～午後 5 時（祝日、年末年始を除く）

相談内容 ：・マンション管理計画認定制度をはじめ改正マンション適正化法全般

・マンション長寿命化促進税制に関すること

② 「管理計画認定手続支援サービス」について

連絡先 ：公益財団法人マンション管理センター企画部 管理計画認定手続支援サービス係

電話番号 ：03-6261-1274 

受付時間 ：月曜から金曜 午前 ９ 時 30 分～午後 5 時（祝日、年末年始を除く）

相談内容 ：「管理計画認定手続支援サービス」全般

ＵＲＬ：https://www.mankan.or.jp/11_managementplan/mpsupport.html

こちらからもご覧頂けます。⇒
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